
１　総括

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

22年度

（注）　平成22年度の歳出額に対する人件費（市長などの特別職を含む。）の割合です。

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（参考）

Ａ

22年度 717人

（注）　１　職員手当は扶養手当・通勤手当・時間外勤務手当・管理職手当などの諸手当で退職手当を含まない額です。
　　　　２　職員数は平成22年4月1日現在の人数です。

（３）　特記事項 なし

（４）　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）　１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　　２　一般市平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

２　一般行政職給料表の状況（平成23年４月１日現在） （単位；円）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

243,700 309,200 358,100 402,600 418,100 448,000 473,400

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）

　　①一般行政職

392,033円43.7歳類 似 団 体 330,099円

368,021円

395,015円

-

真 庭 市

国

322,400円

岡 山 県

職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

平均年齢

最高号給の給料月額

１号給の給料月額

平均給与月額

2,615,087千円

　　　計　　　Ｂ

5,436千円 5,762千円349,053千円 933,364千円 3,897,504千円

歳出額

職員手当

一人当たり給与費
類 似 団 体 平 均

      Ｂ／Ａ

真庭市の給与・定員管理等について

区　分

区　分
住民基本台帳人口

（H22年度末）

50,605人

人件費率

21年度の人件費率

18.7%

　　　　Ｂ／Ａ

18.4%

356,410円

平均給与月額
（国ベース）

344,626円

340,809円

397,723円

一人当たり給与費

人件費

　　　　　　Ｂ

給　　　料

　　　　　　Ａ

31,121,198千円 5,711,211千円

（参考）
実質収支

1,321,257千円

区　　　分

311,130円

42.7歳

327,205円42.3歳

平均給料月額

42.7歳

（H18） 

95.6  
（H18） 

95.3  

（H18） 

97.4  
（H23） 

97.1  
（H23） 

96.9  

（H23） 

98.8  

90.0

95.0

100.0

真庭市 類似団体平均 全国市平均 



　　②技能労務職

うち学校給食員

うち清掃職員

うち学校給食員

うち清掃職員

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成20～平成22年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢・業務内容・雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　 期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）　１　「平均年齢」は、１０進法で記載しています。

　　　　２　「平均給料月額」とは、平成23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　３　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　　すべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

　　　　が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　　４　「うち○○○」とあるのは、真庭市技能労務職員のうち主な職種を選んで記載しています。

（２）　職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

（注）  岡山県は知事等及び職員の給与等の特例に関する条例により、職員の給料及び期末・勤勉手当は平均7.4%削減されます。

     　（平成21年度～平成24年度）　　

廃棄物処理業
従業員（全国）

241,600円

332,306円

0.92

4,301,140円 4,035,300円 1.07

49.5歳

49.4歳

-

真 庭 市

47.3歳 5人

岡　山　県 50.8歳

261,700円

355,584円

区　　　分

区　　　分

真 庭 市

389,742円

-

322,707円

271,115円

平均給与月額
（A）

-

278,858円

-

平均給与月額
（国ベース）

-

-

268,420円 258,820円

265,477円 調理士（県内）

平均給与月額
（B）

-

平均年齢

-

対応する民間
の類似職種

-

技能労務職

269,806円

平均年齢

49.7歳

50.1歳

平均給料月額

264,600円

298,396円

321,662円283,862円

高校卒

区　　　　　分

職員数

82人

48人

144人

国

類似団体

140,100円

137,200円

3,689人

48人

大学卒

高校卒

172,200円

1.424,343,780円

真 庭 市

一般行政職

-

-

1.23

-

- -

-

44.8歳

44.6歳 290,600円

3,065,200円

民 間公 務 員

310,252円

-

-

参 考

Ａ／B

220,300円

-

172,200円

国

-

民間
（D)

参 考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

C／D
公務員

（C)

-

140,100円

岡 山 県

削 減 後

－

184,000円

147,100円

147,100円

171,120円

136,803円

136,803円



（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成23年4月1日現在）

大学卒

高校卒

高校卒

４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

区分 職員数 構成比

1級 8人 2.1%

2級 53人 13.6%

3級 145人 37.2%

4級 70人 17.9%

5級 44人 11.3%

6級 55人 14.1%

7級 15人 3.8%

（注）　１　真庭市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（２）　昇給への勤務成績の反映状況

新たな人事評価制度を試行中であり，勤務成績による昇給への反映は行っていません。

315,900円

248,600円

284,000円

357,300円

321,300円

267,600円

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

区　　　　　分

266,500円

240,500円

225,600円

10年以上15年未満

経　　　験　　　年　　　数

15年以上20年未満 20年以上25年未満

課長・事務局長・事務局次長・次長・園長・署長・副署長・上級分署長・総括
参事・上級室長の職務

審議監・部長・会計管理者・教育次長・議会事務局長・振興局長・支局長・
事務長・消防長の職務

標 準 的 な 職 務 内 容

主事補・技師補・保育士補・保健師補・栄養士補・助教諭・主事・技師・保育
士・保健師・栄養士・社会福祉士・教諭の職務

上級主事・上級技師・上級保育士・上級保健師・上級栄養士・上級社会福
祉士・上級教諭の職務

主任・主査の職務

主幹の職務

参事・室長・園長・分署長の職務

1級, 2.1% 1級, 2.7% 

1級, 15.2% 2級, 13.6% 2級, 15.4% 

2級, 12.3% 

3級, 37.2% 3級, 35.5% 
3級, 25.6% 

4級, 17.9% 4級, 15.4% 
4級, 9.9% 

5級, 11.3% 5級, 11.0% 
5級, 18.8% 

6級, 14.1% 6級, 15.4% 6級, 12.3% 

7級, 3.8% 7級, 4.6% 7級, 5.9% 

0%
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100%

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

7級 

6級 

5級 

4級 

3級 

2級 

1級 



５　職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成22年度） 1人当たり平均支給額（平成22年度） 1人当たり平均支給額（平成22年度）

-

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月分 1.35月分 2.70月分 1.35月分 2.60月分 1.35月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算5～15％ ・役職加算5～20％ ・役職加算5～20％

・管理職加算15～25％ ・管理職加算10～25％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

新たな人事評価制度を試行中であり，成績率による差は設けていません。

ただし，欠勤や休職等により勤務をしなかった期間がある職員については，その期間に応じて手当が減額されます。

（２）　退職手当（平成23年4月1日現在）

  その他の加算措置   その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置 　　定年前早期退職特例措置

   1人当たり平均支給額　　　　　　　    1人当たり平均支給額　　　　　　　

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（３）　地域手当（平成23年4月１日現在）

3%

支　給　率

15%

支給対象地域

大 阪 市

岡 山 市

国の制度（支給率）

15%

3%

923千円

92,300円

支給対象職員数

1人

4人

支給実績（22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

勤続25年

勤続35年

最高限度額

33.50月分 41.34月分

47.50月分

真 庭 市 岡 山 県

- 千円 - 千円

国

1,532千円

職制上の段階、職務の級等による加算
措置

職制上の段階、職務の級等による加算
措置

職制上の段階、職務の級等による加算
措置

1,323千円

真 庭 市 国

勧奨・定年

30.55月分

（支給率）

勤続20年

59.28月分

自己都合

23.50月分

33.50月分

47.50月分

59.28月分

（2～20％加算）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 41.34月分

59.28月分

7,426千円 25,775千円

59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

（2～20％加算）

勤続35年



（４）　特殊勤務手当（平成22年4月１日現在）

（５）時間外勤務手当

深夜勤務手当 湯原温泉病院看護師・準看護師

看護師・準看護師の深夜勤務手当（午後
10時～午前5時）4時間以上

1回につき2,700円

看護師・準看護師の深夜勤務手当（午後
10時～午前5時）2時間以上4時間未満

1回につき2,400円

看護師・準看護師の深夜勤務手当（午後
10時～午前5時）2時間未満

1回につき1,800円

放射線科技師に対する危険手当診療放射線技師手当

1回につき570円

月額3,000円

月額3,000円

1回につき2,000円

1日につき650円

1日につき300円

1回につき300円

月額5,000円

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給実績（平成21年度決算） 90,778千円

146千円

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 152千円

支給実績（平成22年度決算） 88,269千円

霊柩車の運転業務

支給実績（平成22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

手当の名称種類（手当数）

伝染病免疫作業手当

行路病人・死亡人取扱手当

斎場業務手当

作業従事職員

1日につき1,000円

1件につき2,000円

伝染病が発生し、患者の救護または物
件の処理作業

行路死亡人の取扱業務

1回につき3,000円火葬業務

左記職員に対
する支給単価

主な支給対象業務

3,927千円

54,542円

10.0%

7種類

手当の名称 主な支給対象職員

火葬場職員

救急出場手当

危険物取扱手当

ボイラー管理手当

消防職員

救急救命士

汚物処理手当

作業従事職員

汚物処理業務（槽内作業）

汚物処理業務（積込作業）

救急業務に出場し、傷病者の搬送作業
に従事

湯原温泉病院診療放射線技師

上記の業務のうち、救急救命士の資格を
有するものに限定された行為に従事

危険物の取扱業務

ボイラー取扱業務

消防法の規定による危険物取扱者

旭水苑職員

ボイラー及び圧力容器安全規則の
規定によるボイラー取扱作業主責
任者



（６）その他の手当（平成23年4月1日現在）

配偶者

6,500円

加算 5,000円

部長級

課長級

総括参事級

38,250円

20,714千円 46,971円

勤務の態様に応じ、その勤務一回につき

4,200円～7,200円

宿日直勤務を行った職員に支給

（支給額）
異 対象職種等

113,704円

299,207円

276,000円

異
独自の支給区
分により減額し
て支給

月額12,000円を超える家賃を支払って
いる場合家賃の月額により支給

343,877円

管理・監督の地位にある職員に支給

（支給月額）

29,750円

国の制度と
異なる内容

支給職員一人当たり
平均支給年額

（平成22年度決算）

229,804円

支給実績
（平成22年度決算）

国の制度
との異同

75,146千円

64,470千円

24,535千円

39,202千円

異
国の最高支給
額は68,000円

同

通勤に係る有
料道路の通行
料金を実費額
で支給

異

276千円

宿 日 直 手 当

同 －

－

職務区分により支給

21,250円

通 勤 手 当

管 理 職 手 当

（支給月額）

2,000円～24,500円

自動車等の交通用具使用者は通勤距離
区分により支給

住 居 手 当

（支給月額）単身赴任手当

配偶者宅との交通距離により支給

23,000円～41,000円

借家・借間に居住する職員に支給

異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配
偶者と別居して単身で生活する職員に支給

交通機関等の利用者１箇月の運賃等相当額

支給限度額

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

扶養親族のある職員に支給

扶 養 手 当

（支給月額）

子（16歳年度初め～22歳年度末）

50,000円

配偶者以外 一人につき

13,000円

通勤距離が片道2km以上である職員に支給

27,000円支給限度額



６　特別職の報酬等の状況（平成23年4月1日現在）

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

議 員

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

議 員

市 長

副 市 長

備 考

（注）1 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年=４８月）

勤めた場合における退職手当の見込み額です。

区 分

給
料

退
職
手
当

（22年度支給割合）

給　　料　　月　　額　　等

（参考）　類似団体における最高／最低額

543,000円/305,000円

期
末
手
当

給料月額×300／100×在職年数

17,600,000円

1,030,000円/401,500円

822,000円/399,600円

8,640,000円

任期ごと

（支給時期）（１期の手当額）

457,000円/240,000円

任期ごと

　　　　　　　　　2.90　　月分

報
酬

（22年度支給割合）

450,000円

400,000円

300,000円

真庭市

880,000円

720,000円

　　　　　　　　　3.30　　月分

（算定方式）

給料月額×500／100×在職年数

503,000円/250,000円



７　職員数の状況

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人あたりの職員数　　　 人）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人あたりの職員数　　　 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　 人

(注)　１　職員数は一般職に属する職員数です。

（２）　年齢別職員構成の状況（平成23年４月１日現在）

＜参考＞

下水道

20歳 24歳

区　　分

27歳

～

854人合　　　　　　　計

28歳

部　門

事務の統廃合縮小に伴う減

16人

13人

39人

14人

13人

37人

公
営
企
業
等

　
　
会
計
部
門

職員数

20歳

未満

～

23歳

3人 20人

36歳

31歳

～
32歳
～

35歳

～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

867人89人 98人

48歳

51歳

～
52歳
～

55歳

1人

病院

699人

69人

計

49人 74人 108人 133人 93人 88人

56歳
～

59歳

111人

60歳

以上

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会・総務

税務

労働・農林・商工

土木

民生・衛生

教育部門

消防部門

小　　　計

事務の統廃合縮小に伴う減

事務の統廃合縮小に伴う減

事務の統廃合縮小に伴う減

土木部門業務増に伴う増

欠員補充・調整（湯原温泉病院職員移管に伴う）

△18人

87.21

94.26

138.13

欠員不補充

△2人

△6人

1人

0人

64.77

0人

△3人

143人

31人

72人

37人

29人

66人

38人

135人

492人

＜参考＞

35人

△2人

0人

△2人

事務の統廃合縮小に伴う減

98人

△8人

124人

171.33

209人

477人 △15人

137人 168人

主な増減理由

209人

31人

13人

その他

小　　　計

867人

127人

98人

717人

計

104人

水道

＜参考＞

区　分 職　　　員　　　数

平成22年 平成23年

対前年

増減数

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

構成比 ５年前の構成比 



（３）　職員数の推移 (単位；人・％）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

△17.47%

過去５年間の削減数(率)

△ 101

△ 38

12

△ 127

39 30.23%

△15.36%

13.95%

△23.31%

平成19年 平成22年 平成23年

128 125

868

578 546 533 515

平成18年

477492

平成20年 平成21年

△9.21%

部門別　 　   　 年度

一般行政

教　　育

総合計

163 159 137 132

956

86 88 94 97

827

△ 88930 901 883 855

764 744

98 98

718 700

137 168139公営企業等会計 計

消　　防

普通会計 計

129 137 137

793



　水道事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

（注）　１　職員手当は退職手当を含まない額です。

　　　　２　職員数は平成23年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成23年4月1日現在）

（注）　１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

         ２　平均年齢は１０進法です。

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成22年度）

（22年度支給割合）

（加算措置の状況）

・役職加算5～15％

1人当たり平均支給額（平成22年度）

1,510千円

341,853円

平均年齢 基 本 給 平均月収額

8

８　公営企業職員の状況

千円 千円

期末・勤勉手当 計　　　Ｂ

一 人 当 た り
給 与 費 B/A

千円千円

7,058
22年度

人 千円

9,88834,562

職制上の段階、職務の級等による加算措置

期末手当

2.60月分

勤勉手当

1.35月分

市 町 村 平 均

区分
職員給与費

　　　　　　 Ｂ

純 損 益
又 は
実質収支

総費用

　　　Ａ

42.2歳 277,754円

567,351

職員手当
区分

職員数
　　　Ａ

22年度
千円 千円

66,526

千円 ％

区 分

真 庭 市 （ 企 業 職 ）

市 町 村 平 均

9.5

362,100円 535,892円

1,227千円

45.6歳

（参考）
21年度の総費
用に占める職員
給与費比率

％

9.4

総費用に占め
る職員給与費
比率
　　　　　Ｂ／Ａ

54,026

6,44312,015 56,465

給 与 費

千円

（参考）市町村平均
一 人 当 た り 給 与費

真 庭 市 （ 企 業 職 ）

給料



イ　退職手当（23年4月1日現在）

ウ　地域手当

　 制度なし

エ　特殊勤務手当

該当なし

オ　時間外勤務手当

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 188千円

支給実績（平成22年度決算） 1,738千円

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 217千円

支給実績（平成21年度決算） 1,504千円

59.28月分 最高限度額

59.28月分 勤続35年

   その他の加算措置   その他の加算措置

59.28月分 59.28月分

23.50月分 30.55月分

33.50月分 41.34月分

（2～20％加算） （2～20％加算）

勤続35年 47.50月分

最高限度額 59.28月分

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年

47.50月分 59.28月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年

真 庭 市 （ 企 業 職 ） 真 庭 市 （ 一 般 行 政 職 ）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年


